
Vol.26 No.2 原子力バックエンド研究 講演再録 
 

127 

Fig.1 発生者, 廃棄体容器, 性状ごとの割合 

研究施設等廃棄物の現況 
 

坂本義昭＊1 
 

日本原子力研究開発機構をはじめとして，大学，独立行政法人，民間企業さらには医療機関などから発
生する低レベル放射性廃棄物は研究施設等廃棄物と呼ばれ，発生した大半の廃棄物は廃棄体化処理および
埋設処分されることなく保管されたままである．このため，早急な処理処分が求められているところであ
り，本稿ではこのような研究施設等廃棄物の現況として原子力機構での取り組みについて概説する． 
Keywords: 研究施設等廃棄物，埋設事業，浅地中処分，廃棄体化処理，処理処分の合理化 

 

はじめに 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（原子力機構）

は，原子力に係る研究開発のため，原子炉施設，再処理施

設，核燃料物質使用施設，加工施設，廃棄物管理施設およ

び放射性同位元素使用施設などを設置している．また，原

子力機構以外の大学，独立行政法人，民間企業でも，学術

利用，産業利用のために，試験研究炉，核燃料物質使用施

設，加工施設，放射性同位元素使用施設などを設置してい

るとともに，医療施設などでも放射性同位元素を利用して

おり，全国の許可事業者として約二千数百者におよんでい

る．これらの施設から発生する低レベル放射性廃棄物は研

究施設等廃棄物と呼ばれ，現在に至るまで大半が廃棄体化

処理および埋設処分がなされずに保管されたままである．

このままの状態が継続すれば，廃棄物の保管能力を超える

おそれとともに老朽化施設の廃止措置が困難となり，新た

な研究・開発への支障となるおそれがある.このため，早急

な処理処分の推進に向けて，平成 20 年 6 月の原子力機構法

の改正により，原子力機構が研究施設等廃棄物の埋設処分

の実施主体と位置付けられた．本報では，研究施設等廃棄

物を対象とした原子力機構法での取り組みについての現況

を報告する． 

 

1 研究施設等廃棄物の埋設事業の概要 

 

1.1  埋設事業の対象廃棄体の性状と埋設施設の概要 

埋設処分の対象とする廃棄体（核原料物質，核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律（原子炉等規制法）では，

容器に固型化していないコンクリート等廃棄物と廃棄体の

両者が定義されているが，ここでは埋設事業対象物量の集

計の都合などから両者を合わせて廃棄体と記載している．

以下，同じ．）は，濃縮廃液をセメントやアスファルトで固

型化した均質・均一固化体，可燃物の焼却灰や雑固体を溶

融処理，高圧圧縮またはそのままの形状でセメント固化を

行った充填固化体，金属廃棄物を角形金属容器へ収納（砂

充填等）した物やコンクリート廃棄物をフレキシブルコン

テナに収納した物となる．また，一部の大型の廃棄物は解

体および処理の合理化のため，開口部の処理などを施して

そのままの形状（有姿廃棄物）での埋設処分を行うことも

想定している[1]． 

原子力機構の埋設事業では，令和 30 年度までに発生する

浅地中処分（コンクリートピット処分およびトレンチ処分）

の対象となる研究施設等廃棄物の性状と廃棄体物量を取り

まとめている[2-4]．原子力機構から発生する廃棄物につい

ては原子力機構が今後の各施設の操業および廃止措置，廃

棄物処理計画に基づき廃棄体物量などを整理した．原子力

機構以外の廃棄物発生者に対しては，原子力機構から埋設

処分区分および廃棄体性状ごとの廃棄体の見込み量のアン

ケート調査を行い，調査結果を整理した[4]．この結果，原

子力機構と原子力機構以外の廃棄物発生者を合わせた対象
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Fig. 3 研究施設等廃棄物の埋設施設全体配置図 

廃棄体の見込み量は，コンクリートピット処分およびトレ

ンチ処分の合計値として約 67 万本（200L ドラム缶換算）

と集計された．これを受けて，物量の変動に対する裕度を

持たせて全体で約 75 万本に相当する埋設施設の設置とし，

その内訳としては，コンクリートピット埋設施設で約 22

万本，トレンチ埋設施設で約 53 万本が埋設処分可能な施設

を設置する予定である[4]． 

Fig. 1 にコンクリートピット処分およびトレンチ処分ご

との廃棄体性状などの廃棄体物量を整理した結果[4]を，

Fig. 2 にコンクリートピットおよびトレンチ埋設施設の概

念図を示す[1, 4]．コンクリートピット埋設施設では，200L

ドラム缶および角形金属容器の両者が定置できる構造であ

る[1]．また，トレンチ埋設施設では，Fig. 1 に整理した廃

棄体性状から金属廃棄物とコンクリート廃棄物は遮水工を

設置しない安定型のトレンチ埋設施設での埋設処分とし，

その他の性状となる 200L ドラム缶に固型化された廃棄体

は遮水シートなどを設置した付加機能型トレンチ埋設施設

での埋設処分としている[4]．これは，産業廃棄物でのいわ

ゆる安定 5 品目以外の廃棄物に相当するため，廃棄物処理

法との整合も踏まえて設定したものである[1]． 

 

これらの埋設施設の概念設計に基づく埋設施設の全体配

置図を Fig. 3 に示す．コンクリートピット埋設施設では約

1.3 万本/基が定置可能な埋設施設を 18 基設置，トレンチ埋

設施設では約 2.4~2.6 万本/基の安定型トレンチ埋設施設を

12 基並びに約 3.2～4.9 万本/基の付加機能型トレンチを 6

基設置予定である[1, 4]． 

 

1.2 埋設事業工程と事業費用等 

埋設事業では，埋設施設設置の立地確定後，各施設の設

計・許認可・建設などに要する初期建設期間を約 8 年間，

廃棄体の定置を行う操業期間を約 50 年間と設定している．

最終覆土後は，約 300 年間の閉鎖後管理へ移行する予定で

ある．上述したコンクリートピット埋設施設およびトレン

チ埋設施設は，各発生者の廃棄体化処理および廃棄体の搬

出状況に基づき計画的に埋設施設の建設を行うこととなる．

ただし，現状では 50 年間の操業期間で平均してコンクリー

トピット処分では年間約 4 千本，トレンチ処分については

年間約 11,000 本を埋設処分することを想定している[4]． 

このような研究施設等廃棄物の埋設事業では，各発生者

が廃棄物の量や性状などに応じて応分の負担を行う考え方

に基づき，埋設事業の総事業費を積算している[2-4]．埋設

事業費用は，各埋設施設および付属施設の建設費と操業費，

環境調査や環境モニタリング費，閉鎖後管理費，公租公課

および職員などの人件費などを算定した結果，約 2,243 億

円と見積もっている[4]．このような積算結果に基づき処分

単価を算出し，原子力機構の研究施設等廃棄物の埋設事業

の web サイトで公開している[5]．なお，埋設事業並びに埋

設施設などの技術的検討の詳細に関しても，埋設事業の

web サイトを参照願いたい[5]． 

 

2 廃棄物処理処分の合理化に向けた検討 

 

2.1 廃棄物処理処分費用について 

研究施設等廃棄物を発生する研究機関などのバックエン

ド対策を合理的に行うためには，埋設処分だけでなく廃棄

物処理と一体となった費用低減化を図ることが重要である．

例えば，原子力機構の 1 拠点での廃棄物発生段階での 200L

ドラム缶当たり処理処分単価を前処理・保管，廃棄体化処

理・保管，廃棄体輸送・処分に区分した費用割合を Fig. 4

に示す[6]．廃棄物の種類による違いはあるものの，全体の

費用の中で廃棄体化処理・保管の費用割合が大きく，廃棄

物処理の合理化が重要であることがわかる． 

Fig. 2 埋設施設の概念図 
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2.2 廃棄物処理処分の合理化に係る課題について 

上記のような背景を踏まえ，原子力機構では，今後の廃

棄物の処理処分の合理化に向けて課題を整理し，検討を行

っている．廃棄物処理の合理化の 1 つ目としては，原子力

施設の解体で大量に発生する極低レベル放射性廃棄物に対

し，解体時の放射能濃度評価と性状把握に基づき減容処理

の一部を簡素化するなどの方法が想定される．2 つ目とし

ては，過去に発生してから長期にわたり保管されている廃

棄物の処理処分対策が挙げられる．このような廃棄物の一

部は，廃棄物発生時点の処理の考え方と処理設備に基づい

た処理・保管がなされていたため，現在の知見に基づいた

埋設処分に向けての分別処理や放射能濃度評価に多大な労

力が必要となる状況である．したがって，このような廃棄

物に対しても処理の合理化に係る検討を行っている．具体

的には，過去の廃棄物の一部には複数種別の施設から発生

した廃棄物を同じ容器に収納した状態などにより保管して

いるため，以下の課題が挙げられている[7]． 

1) 不燃物・可燃物の混在および圧縮，固型化されている

廃棄物が多く，有害物なども一部含まれるため分別に

多大な労力と時間が必要 

2) 複数種別の施設から発生した廃棄物の混在により核種

組成が一定でないため，原廃棄物分析法が主体となら

ざるを得ず，放射化学分析に労力が必要 

このような課題への対応のため，原子力規制委員会に原子

力機構バックエンド対策監視チームが設置され[8]，具体的

な対策を検討している[7, 9-12]． 

本報では，この監視チームで検討を進めている 1)の廃棄

物中の可燃物と有害物への処理方策，および 1)と 2)に対応

すべきトレンチ埋設施設の検討状況について報告する． 

 

2.3 廃棄物処理方策の検討状況 

2.3.1 可燃物や有害物への対応 

可燃物は，埋設処分対象の廃棄体量の低減化と安定化の

ために焼却処理がなされている．しかしながら，諸外国で

は可燃物を含む廃棄物の埋設処分も一定の安全評価を踏ま

えた上で実施されていることから[13, 14]，可燃物を含む廃

棄体が受入可能な埋設施設と受入基準の検討および廃棄体

中の平均可燃物量の確認評価を進めている[10, 11]． 

有害物としては，原子力施設で遮蔽物として多く用いら

れている鉛および一部の試験での使用や古い電池に含有さ

れている水銀などが想定される．このような有害物のうち，

塊状の物質については非破壊検査を行い，検出された廃棄

Fig. 4 廃棄物処理処分までの費用割合の例 

Table 1 想定される廃棄物の非破壊検査方法の概要 
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物について分別を行うことを検討している[10, 12]．また，

非破壊検査で検出が困難な微量の有害物などについては，

各物質が地下水中などの環境基準を遵守することにより安

全性を確保できる埋設施設について検討を行っている[10, 

11]．代表的な非破壊検査方法の概要と特徴について Table 

1 に整理した[7, 12, 15, 16]．透過・後方散乱 X 線ラジオグ

ラフィは，空港の X 線検査装置などで既に実用化されてい

る方法であり，導入費用も比較的安価であるが，分類精度

が低いことや 200L ドラム缶内の物質の検査には不向きで

ある．一方，高エネルギーX 線 CT は有力な手法であるが，

導入費用がかかること，測定および画像解析に時間がかか

るため大量の廃棄物への適用に向けた検討を進めている段

階である．また，中性子ラジオグラフィ・CT は，費用と

測定時間を要するが，分類精度が高い情報を 200L ドラム

缶容器の外側から検出可能である．しかし，現状では小型

中性子源および元素の識別手法の研究開発が必要な段階で

ある[7, 10, 12, 15, 16]． 

2.3.2 放射能濃度評価への対応 

研究施設等廃棄物の埋設処分では，放射性同位元素使用

施設から発生する廃棄物も対象であるとともに，上述した

ように複数種別の施設から発生した廃棄物が混在して核種

組成が一定でない廃棄物も存在している．このため，いわ

ゆる重要核種として選定された核種に対し，SF 法や理論計

算法などの適用が難しく原廃棄物分析法が主体となり放射

化学分析に多くの労力が必要となることが想定されている．

とくに，トレンチ埋設処分対象廃棄物（ウラン廃棄物を除

く）では，重要核種として 3H，14C，90Sr などが選定される

ことが想定されている[9]．これらの核種は廃棄体容器外部

からの非破壊測定による放射能濃度の定量が困難なため，

SF 法など以外の方法として既存の記録などを利用した放

射能濃度の評価方法の検討および埋設施設構造の高度化に

より地下水移行シナリオに起因する重要核種の絞り込みの

可能性について検討を行っている[7, 9, 10, 12]．既存記録と

しては，保管体の表面線量当量率から放射能を換算する手

法（換算係数は QAD コードを用いて計算されたもの）や

固化前の廃液の一部を分析・定量して評価されているもの

があるため，これらの記録の一部の利用について検討を行

っている[7]．さらには，複数種別から発生した廃棄物の処

理を一括の施設で行う場合などでは，廃棄物全体のインベ

ントリの主要な部分を占める施設の核種組成を標準として

発生する廃棄物を包含できる保守的な核種組成の設定や廃

棄物のグルーピングによる核種組成設定の検討を行う予定

である[10, 12]． 

 

2.4 埋設施設での対応の検討状況 

トレンチ埋設施設での対応では，有害物および放射能濃

度評価へ同じ対応方法を検討している．すなわち，埋設施

設構造の高度化として埋設施設への浸透水量の低減化を図

るために埋設施設上面に遮水工の設置並びに施設底面に放

射性核種および有害物の収着を期待する核種収着層を設置

することにより，3H，14C，90Sr などの放射性核種および有

害物に対し埋設施設内での移行抑制機能の高度化を図る方

法について検討を行っている[9]．遮水工としては，ベント

ナイトなどの粘土系材料や遮水シートが有力な候補として

想定され，浸透水量を 1～2 桁低減する効果が期待できるも

のである[9]．核種収着層としては，例えば 14C などの陰イ

オン系核種の収着に期待できる物質が想定される[17, 18]．

これらの対策により，地下水移行シナリオに基づく安全評

価上の重要核種の選定において，核種の一部については，

環境条件や放射能インベントリの組み合わせにより重要核

種の対象外となる可能性も想定される[9]． 

具体的なシミュレーション結果として種々の施設構造を

想定した場合におけるトレンチ埋設施設からの 14C の放出

量の一例を Fig. 5 に示す．ここでは，トレンチ埋設施設の

上面に浸透水低減層としての遮水工および埋設施設底面に

核種収着層を想定したものである．放射性核種のインベン

トリは，研究施設等廃棄物の埋設施設の概念設計で設定し

たインベントリ[1]に基づき廃棄体物量と埋設施設の容量

に合わせて設定した．トレンチ埋設施設の規模としては，

Fig. 2 に示す付加機能型トレンチ埋設施設が 1 基当たり約

4.9 万本の容量であることから[4]，5 万本の廃棄体量を 1

つの埋設施設規模として設定した．この場合の埋設施設か

らの 14C の年間放出量を遮水工および核種収着層の組み合

わせで試算を行うとともに，廃棄体容器自体の腐食時間の

考慮により閉じ込め性能に期待できる場合の年間放出量も

試算した．Fig. 5 に示すように浸透水量がオーダーで低減

すると埋設施設からの 14C の放出量が比例して低減する効

果が明確に示された（Fig. 5 の①②③）．さらに，核種収着

層の設置により初期の放出量の低減効果が顕著に示される

結果となった（Fig. 5 の④⑤）．なお，廃棄体容器による閉

じ込め性能に期待する場合でも核種放出の遅延が生じるた

め，核種収着層の設置と同様な効果が認められた（Fig. 5

Fig. 5 埋設施設構造の高度化と施設からの 14C の 

放出量のシミュレーション結果 
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の⑥）．これらの結果から，トレンチ埋設施設に浸透水量や

核種移行の抑制機能を付加することにより，地下水シナリ

オにおいて一部の核種からの被ばく線量の低減化を図り重

要核種の選定の絞り込みを図ることが可能となるものと考

えられる[9]． 

なお，有害物質についても Fig. 5 に示すような埋設施設

を想定し，受入基準について検討を進めているところであ

る[10-12]． 

 

3 埋設処分の安全規制整備動向 

 

原子力規制委員会においては，コンクリートピット処

分およびトレンチ処分の安全規制を対象として，核燃料物

質または核燃料物質によって汚染された物の第二種廃棄物

埋設の事業に関する規則（第二種埋設事業規則）および告

示，同埋設施設の許可基準規則とその解釈などの改正案へ

の意見募集が令和元年 7 月 18 日から同年 8 月 16 日まで行

われた[19]．また，意見募集結果とその反映結果は，同年

10 月 2 日の原子力規制委員会で報告され[20]，今後改正さ

れた第二種埋設事業規則などが施行されることとなる．具

体的な改正概要は， 

1) ピット処分施設や廃棄体に対する要求性能の明確化 

2) 規制期間終了後の被ばく評価シナリオの整理と線量基

準の変更 

3) 処分の対象とする放射性廃棄物の発生施設の拡張 

4) 浅地中処分施設の特徴に応じた規制要求の適正化およ

び明確化 

5) その他 

である[19]．原子力機構としては，これまで規制当局に対

し早期の規制制度整備についての要望を行ってきたが[21]，

例えば，3)処分の対象とする放射性廃棄物の発生施設の拡

張としては，今回の改正によりウラン廃棄物を除く廃棄物

が第二種廃棄物埋設事業の対象となったところである．な

お，平成 29 年には放射性同位元素等の規制に関する法律

（RI 法）において，同法の規制下で発生する廃棄物（RI

廃棄物）が原子炉等規制法の廃棄の事業への委託処理処分

が可能とされた[22]．このため，今回の第二種埋設事業規

則などの改正により，受託側である原子炉等規制法におい

ても RI 廃棄物が埋設事業の対象となるとともに，RI 法と

原子炉等規制法の両方の規制を受ける廃棄物，いわゆる重

複許可施設から発生する廃棄物に対しても，原子炉等規制

法の第二種廃棄物埋設事業で埋設処分を可能とする措置が

図られたことになる． 

残された課題は，減衰が期待できないウラン廃棄物と医

療法等廃棄物であるが，医療関連法令については法的な対

応について議論がなされており[23]，早期の制度整備が期

待されるところである． 

 

4 最後に 

 

研究施設等廃棄物の現況として，原子力機構での埋設事

業と廃棄物処理処分の合理化への取り組み状況について概

説した．現段階では，研究施設等廃棄物の埋設施設の設置

場所が未定のため，具体的な埋設施設や事業計画について

提示できる段階ではないが，早期の事業の具体化に向けた

対応を進めているところである． 

また，廃棄物処理処分の合理化としては，原子力機構で

長期に保管されている廃棄物への検討状況を提示した．今

後，原子力規制委員会の原子力機構バックエンド対策監視

チームでの議論を通じて合理的な処理処分方策の検討を進

め，取りまとめ結果については原子力機構だけでなく原子

力機構以外の研究施設等廃棄物の発生者へも適切に応用で

きるように対応を図る予定である． 
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